
 
 

令和８年２月１６日 
国土交通省関東地方整備局 

企画部 

 
関東地方整備局選考採用試験（社会人経験者採用･係長級（技術）） 

〜２月１７日から通年募集受付開始〜 
 

関東地方整備局では道路や河川などの社会資本の整備･維持管理に携わる即戦力となる人材
を必要としており、社会人経験者を対象とした係長級（技術）の選考採用希望者を、令和 8 年
2 月 17 日より通年で募集します。 

 

１. 受付期間：2 月 17 日（火）〜11 月 24 日（火） 
２．応募方法：メールにより履歴書･職務経歴書･論文試験答案を送付 
３. 選考方法：書類選考、論文試験及び面接試験等により選考 
４. 募集人数：各回 15 名程度 
 

詳しくは、別添チラシおよび採用サイト掲載の受験案内を参照して下さい。 
 
＜発表記者クラブ＞ 竹芝記者クラブ 、埼玉県政記者クラブ、神奈川建設記者会、茨城県政記者クラ
ブ、栃木県政記者クラブ、刀水クラブ･テレビ記者会、千葉県政記者会、都庁記者クラブ、 
神奈川県政記者クラブ、山梨県政記者クラブ、長野県庁会見場、長野市政記者クラブ、長野市政記者会 
＜問い合わせ先＞  
関東地方整備局 企画部 
電話：０４８−６００−１３２９（直通） FAX：０４８−６００−１３７２ 
企画課 課長   野本（のもと）（内線：３１５１） 
企画課 課長補佐 池内（いけうち）（内線：３１５２） 

 
 



募集
技術系対象

経験者 関東地方整備局
国土交通省

首都圏を守る人となれ
（土木､機械､電気・電子・情報､建築）

■受付期間等：

■採用予定人数：各回１５名程度
※申し込み方法、選考日程等の詳細については、採用HPに掲載している受験案内をご確認ください。

■問い合わせ先：国土交通省関東地方整備局 企画部企画課 採用担当
Mail ： ktr-info@gxb.mlit.go.jp
Tel    ：048-600-1329

採用HP：https://www.ktr.mlit.go.jp/recruit/mid-career/

関東地方整備局
採用サイト

頻発する自然災害から首都圏の
安心・安全を守る即戦力募集！！

圏央道（神奈川県区間） 横浜環状南線 栄IC・JCT

荒川第二調節池排水門

Ｒ１台風１９号における堤防復旧状況

第4回第3回第2回第1回
10月14日（水）〜
11月24日（火）

7月14日（火）〜
10月13日（火）

4月14日（火）〜
7月13日（月）

2月17日（火）〜
4月13日（月）受付期間

11月1日10月1日7月1日4月1日職務経験
基準日

12月2日（水）10月21日（水）7月22日（水）4月22日（水）第１次選考
合格発表

12月7日（月）〜
12月17日（木）

10月26日（月）〜
11月13日（金）

7月27日（月）〜
8月7日（金）

4月27日（月）〜
5月15日（金）第２次選考

12月23日（水）11月19日（木）8月20日（木）5月21日（木）最終
合格発表

令和9年4月1日令和9年1月1日令和8年10月1日令和8年7月1日採用予定日

mailto:ktr-info@gxb.mlit.go.jp
https://www.ktr.mlit.go.jp/recruit/mid-career/


組織の概要
＜関東地方整備局＞
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県を管轄し、
道路、河川、ダム、砂防、港湾、空港施設等の整備及び維持管理、建設業や不動産業の許認
可に関する業務等を実施。

職務内容及び待遇
・国土交通省所管行政のうち、社会資本整備（港湾・空港分野を除く）の推進に関する
事務（調査・計画・施工監督・公物管理等）の実施等を担当する係長相当職員として採用。

・採用後は、一般職の国家公務員（係長相当職）として任用。
・給与、各種手当等は「一般職の職員の給与に関する法律」に基づき、各人のこれまでの
経歴に即して支給。手当としては、地域手当、扶養手当、期末手当・勤勉手当等あり。

※詳細は、関東地方整備局採用ホームページに掲載している受験案内をご確認ください。

応募方法
メールにより履歴書・職務経歴書・論文試験答案を送付。

33

応募資格
以下の条件をすべて満たすものとする。
・高等学校を卒業後、民間企業、官公庁、国際機関等において、職務経験が職務経験基準日
現在で通算9年（短期大学又は高等専門学校を卒業した者にあっては7年、大学卒業又は大
学院を修了した者にあっては5年）以上となる者であって、これらの職務経験を通じて体得
した効率的かつ機動的な業務遂行の手法その他の知識及び能力を有する者。

・民間企業、官公庁、国際機関等において、電気、電子、情報工学、機械、土木、建築、材
料工学、農業農村工学、林学又は砂防に関する職務経験を有するもしくは、高等学校、高
等専門学校、短期大学、大学又は大学院等において、電気、電子、情報工学、機械、土木、
建築、材料工学、農業農村工学、林学又は砂防に関する課程を修めて卒業又は修了した者。


